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２２  当該年度における業務の概要 （実施状況及び運営等で特に努力した事項、並びにその成果等を具体的に記載する

こと） 
（１）教育内容の充実 
    主な事業に関する調べに記載のとおり 
（２）看護師国家試験対策の強化 
    主な事業に関する調べに記載のとおり 
（３）学生の確保及び学生支援体制の強化 
    主な事業に関する調べに記載のとおり 
（４）県内就業の促進 
    主な事業に関する調べに記載のとおり 
 
２３  学生の入退学等移動状況調べ 
                                                          （単位：人）（平成２７年１月３１日現在） 

 

  区  分 
入学進級 

直 後 の 
学 生 数 

月     別     異      動     状     況 差 引 
 
現在数 

 

備 考 

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 計 

 
 
 
看 
護 
学 
科 

第 
１ 
学 
年 

 休学 

４１ 

             

４１ 

 
 退学               
 復学               
 除籍               

第 
２ 
学 
年 

 休学 

３８ 

１             

３７ 

 
 退学               
 復学               
 除籍               

第 
３ 
学 
年 

 休学 

３８ 

             
３８ 

(進級未認

定者1名) 

 
 退学               
 復学               
 除籍               

 合  
 
 
 計  

 休学 

１１７ 

             

１１６ 

 
 退学               
 復学               
 除籍               

 
２４  学校卒業者の就職等状況調べ 
                                                                    （単位：人）（平成２７年１月３１日現在） 

   区    分 
就             職 

進 学 その他 合 計 備   考 県            内 県            外 
計 公的医 

療機関 
民間医 
療機関 

その他 公的医 
療機関 

民間医 
療機関 

その他 

 看護 
 学科 

 平成 24年度 ２５ １０ ０ ３ ２ ０ ４０ ４ ２ ４６  
 平成 25年度 ２９ １ ０ ３ ２ ０ ３５ ６ １ ４２  
平成 26年度 ２７ ５ ０ ２ ０ ０ ３４ ３ ０ ３７  見込み 

 
２５  教育計画とその実績 
                                                                （単位：時数）（平成２７年１月３１日現在） 

学  科  名  等 基 準 
第 一 学 年 第  二  学  年 第  三  学  年  
計 画 実 績 

   A 
計 画 実 績 

     B 
計 

   A+B 
計 画 実 績 

     Ｃ 
計 

 A+B+Ｃ 

 

 
 看護学科 

第１学年  学  科 学科 

 1,980 

実習 

 1,035 

 

945        

 実習課程  45        

第２学年  学  科 945 1,001 900      

 実習課程  45    45 180        

第３学年  学  科 945 1,016 900 942  1,958 135   

 実習課程  45    46 180 180     226 810   

 ＊基準欄の数値は学則で定めた時間 
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２６  主な施設の整備状況調べ   

 
                                  （平成２６年１２月３１日現在） 

   施   設   名 
取得・造成。新築・ 
 
改築・修繕等の別 

 面積又は数量 
 取得等の年月日・ 
 
 工 事 期 間 

  金  額   備   考 
 

教室等網戸設置工事 修繕 １式 
H26.5.23 

～H26.6.7 
459,972円  福祉保健課 

 

○意見、要望等 

１ 専任教員の定員増を行う 
    保健師助産師看護師学校養成所指定規則に基づく養成所の指定基準では専任教員の数は８名以上と定められ

本校の定数は最低数の８名である。しかし、実習施設の拡大や学習指導に多大な時間を要する学生の増加、膨大

な教務事務を処理するには、現人数での対応では限界に至っている。 

    さらに、出産、子育て時期の職員の割合も多く、ここ数年、常に産前・産後休暇、育児休業の取得者がいる。

また、育児休業復帰後も、育児時間、育児部分休業の制度を活用でき、子育てのしやすい職場にする必要がある。 

    平成２５年度の組織定数要求において、新たに非常勤講師１名の配置が認められた。平成２６年度には、非常

勤講師１名の定数化を要求したが認められなかった。今後は定数化されることをお願いしたい。 


